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 本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では、日本人が貯蓄好きであるか否かについて
検証し、第 3 節では、日本人が金持ちであるか否かについて検証し、第 4 節では、日本人
が借金嫌いであるか否かについて検証し、第 5 節では、人口の年齢構成と貯蓄率の関係に
関する理論的考察を行い、第 6 節では、日本人の年齢別貯蓄率について吟味し、第 7 節で
は、家計貯蓄率の今後の動向を占い、第 8 節では、結論を述べる。 
 結論を先に述べると、日本人は以前は貯蓄好きで借金嫌いだったが、近年はそうではな








 まず、図１に 1955 年から 2002 年までの期間における日本の純家計貯蓄率に関する国民
経済計算からのデータが示されているが、この図から分かるように、1955 年から 1995 年
までの約半世紀、日本の純家計貯蓄率は 2 桁台の水準を保ち、しかも 1973 年から 1978
年までの 6 年間、20%を超えていた。1974 年と 1976 年には 23.2%という驚異的な水準に
達し、当時の日本人は可処分所得（手取り収入）の 4 分の 1 近くを貯蓄に回していたこと
になる。 
 しかし、それ以来、日本の純家計貯蓄率はほぼ一貫して低下しており、（1993 SNA に基
づく値の場合は）1996 年にはついに 10%を切ってしまい、2002 年には 5.4%（ピーク時
の 4 分の 1 以下）にまで低下してしまった。つまり、日本の家計貯蓄率は以前は高かった
が、もはや高くはないといえる。1 

























ータが得られる 11 から 13 の OECD（経済協力開発機構）加盟国について、1985 年と 2003
年における純家計貯蓄率が示されている。この表から分かるように、OECD 加盟国におけ
る日本の純家計貯蓄率の順位についてみると、1985 年時点では、日本の純家計貯蓄率
（16.5%）はデータが得られる 11 の OECD 加盟国の中で最も高かった。同程度の純家計
貯蓄率をもつ OECD 加盟国は、2 位のカナダ(15.8％)と 3 位の韓国(14.8％)のみだった（表
1 参照）。しかも、表１には示されていないが、各年のデータから分かるように、日本の純
家計貯蓄率は 1985 年から 1995 年にかけて上位を維持し、データが得られる 12 の OECD
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加盟国中、2 位から 4 位の間で推移していた。1986 年から 1995 年までの各年において日
本よりも高い純家計貯蓄率を示した OECD 加盟国は、韓国(全ての年)、オランダ(1991 年
と 1993 年を除く 1988 年から 1995 年の全ての年)、ドイツ(1988 年のみ)、オーストリア
(1991 年のみ)、そしてチェコ共和国(1995 年のみ)だけだった。 
しかし、日本の純家計貯蓄率の順位は 1996 年以降かなり低下しており、一時的に回復
した 1998 年から 2000 年までの期間を除くと、データが得られる 13 の OECD 加盟国中、
6 位から 8 位の間で推移している。1996 年から 2003 年までの各年において日本よりも高
い純家計貯蓄率を示した OECD 加盟国は、チェコ共和国(全ての年)、韓国(全ての年)、オ
ランダ(1999 年と 2000 年を除く全ての年)、フランス(1998 年と 1999 年を除く全ての年)、
ドイツ(1998 年から 2000 年を除く全ての年)、オーストリア(1996 年および 2001 年から
2003 年までの期間)そしてノルウェー(2002 年のみ)だった。1985 年以降、日本の純家計貯
蓄率を一度も上回らなかったのはオーストラリア、カナダ、フィンランド、ニュージーラ
ンド、アメリカの５ヶ国のみである。2003 年時点の日本の純家計貯蓄率（6.6%）は、デ
ータが得られる 13 の OECD 加盟国中、7 位であり、1 位のフランス（11.4%）、2 位のチ










盟国における順位は 1985 年時点では 2 位、2003 年時点では 4 位であり、やはり低下傾向
を示しており、現在は G7 加盟国の中央に位置している。 
したがって、日本の純家計貯蓄率は 1980 年代半ばまでは、先進国の中でほぼ最高だっ
たが、1986 年以降は順位も水準も着実に低下している。その結果、2003 年時点の日本の
純家計貯蓄率は、1985 年の水準の 4 割にすぎず、データが得られる 13 の OECD 加盟国












 第 2 節では、日本人の家計貯蓄率（貯蓄のフロー）が高いか否かについて検証したが、
本節では日本人の貯蓄のストック（資産保有額）が高いか否かについて検証する。ここで
は、日本以外の主要先進 7 カ国(G7)(カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、イギリスおよ
びアメリカ)を比較の対象とし、1990 年と 2001 年のデータを紹介する。 
 (1)金融資産。表 2 には、G7 加盟国の 1990 年時点と 2001 年時点における金融資産保有
額の家計可処分所得に対する倍率が示されているが、この表から分かるように、1990 年時
点では、日本の金融資産保有額の家計可処分所得に対する倍率は 3.99 倍にも及び、G7 加
盟国中 1 位であり、2 位のアメリカ（3.46 倍）、3 位のイギリス（3.30 倍）などを大きく
引き離していた。2001 年時点では、この倍率はさらに高くなり、4.84 倍にも達し、日本
は依然として G7 加盟国中 1 位であり、2 位のアメリカ（4.36 倍）、3 位のイギリス（4.33
倍）などを大きく引き離していた。 
 (2) 実物資産。表 3 には、G7 加盟国の 1990 年時点と 2001 年時点における実物資産保
有額の家計可処分所得に対する倍率が示されているが、この表から分かるように、1990
年時点では、日本の実物資産保有額の家計可処分所得に対する倍率は 6.80 倍にも及び、
G7 加盟国中 1 位であり、2 位のイタリア（4.41 倍）、3 位のドイツ（4.05 倍）などを大き
く引き離していた。2001 年時点では、この倍率は地価の下落などの影響で 4.08 倍にまで
低下し、イタリア（4.63 倍）に追い越されて G7 加盟国における順位が 2 位に低下してし
まったが、3 位のイギリス（3.72 倍）、4 位のフランス（3.59 倍）などは依然として大き
く引き離していた。 




倍にも及び、G7 加盟国中 1 位であり、2 位のイギリス（7.27 倍）、3 位のイタリア（6.66
倍）などを大きく引き離していた。2001 年時点では、この倍率は地価の下落などの影響で
8.92 倍にまで低下したが、それでも G7 加盟国中 1 位の座を保ち、2 位のイギリス（8.05
倍）、3 位のイタリア（7.50 倍）などを引き離していた。 
 (4)正味資産。表 5 には、G7 加盟国の 1990 年時点と 2001 年時点における正味資産（= 純
資産 = 金融資産と実物資産の和から負債を差し引いたもの）の家計可処分所得に対する
倍率が示されているが、この表から分かるように、1990 年時点では、日本の正味資産の家
計可処分所得に対する倍率は 9.48 倍にも及び、G7 加盟国中 1 位であり、2 位のイタリア
（6.37 倍）、3 位のイギリス（6.11 倍）などを大きく引き離していた。2001 年時点では、
この倍率は地価の下落などの影響で 7.55 倍にまで低下したが、それでも G7 加盟国中 1 位





保有額が絶対的にも相対的にも低下してしまったが、それでも G7 加盟国中 2 位であり、




表 6 には、G7 加盟国の 1990 年時点と 2001 年時点における負債残高の家計可処分所得
に対する倍率が示されているが、この表から分かるように、1990 年時点では、日本の負債
残高の家計可処分所得に対する倍率は 1.31 倍にも及び、G7 加盟国中 1 位であり、2 位の
イギリス（1.16 倍）、3 位のカナダ（0.93 倍）などを引き離していた。2001 年時点では、
この倍率は若干増えて 1.37 倍に達し、依然として G7 加盟国中 1 位であり、2 位のイギリ
ス（1.19 倍）、3 位のカナダとドイツ（1.12 倍）などを引き離していた。 
 つまり、日本人が借金嫌いであるという通説は間違っているようであり、少なくとも
1990 年以降は成り立っていないようである。むしろ、日本人は G7 加盟国の中で最も借金
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好きであるようである。 
 過去のデータを見てみると、1970 年時点と 1980 年時点における負債残高の家計可処分


































 しかし、表 7 は勤労者世帯に関するものであり、依然として働いている高齢者が貯蓄を
取り崩さなくてもなんら不思議ではない。幸い、1995 年からは、この同じ「家計調査」は
無職の高齢者についても貯蓄率（黒字率）を調査しており、表 8 には、1995 年から 2002
年までの期間について無職の高齢者の貯蓄率が示されている。この表から分かるように、
世帯主が 65 歳以上の無職世帯の場合も、無職の高齢者世帯（男 65 歳以上または女 60 歳
以上からなり、少なくとも 1 人 65 歳以上の者がいる世帯）の場合も、無職の高齢夫婦世










 団塊世代（1947-49 年に生まれた世代）は 1994 年までは 40 歳代、1995-96 年には 40
歳代か 50 歳代、1997 年以降は 50 歳代であり、表 7 から分かるように、彼らは 1990 年以
降一貫して 24％を超える高い貯蓄率を保ち、日本の高い家計貯蓄率を支えてきた。 
ところが、団塊世代を含む 50 歳代の貯蓄率は 1998 年に 28.7%に達した後、ほぼ一貫し
て低下しており、2002 年には 25.5%にまで低下した。しかも、団塊世代が、年齢が上の世
代と同じ傾向を示せば、退職後は彼らの貯蓄率が大幅なマイナスになり、家計部門全体の














は 1950 年にはたった 4.9%だったが、その後着実に伸び、1960 年には 5.7%、1970 年に
は 7.1%、1980 年には 9.1%、1990 年には 12.0%、2000 年には 17.3%にまで上昇した。し
かも、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」（平成 14 年 1 月推計）の
中位推計によれば、老年人口割合は今後さらに上昇し、2010 年には 22.5%、2020 年には
27.8%に達する見込みである。老年人口割合の上昇幅について見ると、1950-60 年には 0.8
ポイント、1960-70 年には 1.4 ポイント、1970-80 年には 2.0 ポイント、1980-90 年には
2.9 ポイント、1990-2000 年には 5.3 ポイント、2000-10 年には 5.2 ポイント、2010-20 年
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オーストラリア 10.8 5 -1.1 11
オーストリア 10.5 6 7.9 6
カナダ 15.8 2 2.5 10
チェコ共和国 - - 11.1 2
フィンランド 3.4 10 -1.5 12
フランス 8.9 8 11.4 1
ドイツ 12.1 4 10.7 3
日本 16.5 1 6.6 7
韓国 14.8 3 8.2 5
オランダ 5.6 9 8.9 4
ニュージーランド - - -5.0 13
ノルウェー -3.3 11 5.0 8










出所: OECD, OECD Economic Outlook , vol. 2003/1, no. 73











カナダ 2.70 4 3.48 4タイ
フランス 2.48 5 3.48 4タイ
ドイツ 2.01 7 2.71 7
イタリア 2.25 6 2.87 6
日本 3.99 1 4.84 1
イギリス 3.30 3 4.33 3
アメリカ 3.46 2 4.36 2
表2: 金融資産保有額の国際比較、1990年および2001年






カナダ 2.39 6 2.67 6
フランス 3.72 5 3.59 4
ドイツ 4.05 3 3.40 5
イタリア 4.41 2 4.63 1
日本 6.80 1 4.08 2
イギリス 3.97 4 3.72 3
アメリカ 2.16 7 2.26 7












カナダ 5.09 7 6.15 6
フランス 6.21 4 7.07 4
ドイツ 6.06 5 6.11 7
イタリア 6.66 3 7.50 3
日本 10.78 1 8.92 1
イギリス 7.27 2 8.05 2
アメリカ 5.61 6 6.62 5







カナダ 4.17 7 5.03 7
フランス 5.42 4 6.31 4
ドイツ 5.36 5 5.69 5
イタリア 6.37 2 7.14 2
日本 9.48 1 7.55 1
イギリス 6.11 3 6.64 3
アメリカ 4.75 6 5.53 6











カナダ 0.93 3 1.12 3タイ
フランス 0.79 5 0.76 6
ドイツ 0.70 6 1.12 3タイ
イタリア 0.29 7 0.35 7
日本 1.31 1 1.37 1
イギリス 1.16 2 1.19 2
アメリカ 0.87 4 1.09 5






暦年 平均 29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上
1990 24.7 24.0 27.1 24.0 25.1 19.0
1991 25.5 25.8 27.2 25.1 25.9 21.0
1992 25.5 26.0 28.3 25.2 24.7 20.7
1993 25.7 25.3 29.0 24.9 24.9 22.6
1994 26.6 27.6 28.5 25.2 28.2 20.5
1995 27.5 28.0 31.3 25.4 28.3 22.6
1996 28.0 28.1 31.4 27.1 28.4 21.8
1997 28.0 30.4 31.3 26.9 28.3 22.4
1998 28.7 29.5 32.8 28.0 28.7 22.5
1999 28.5 28.8 32.7 28.5 27.3 21.0
2000 27.9 25.9 32.3 29.1 26.8 17.9
2001 27.9 24.0 33.8 27.5 27.0 18.4








1995 -11.5 -9.2 -9.3
1996 -10.8 -6.0 -5.8
1997 -9.9 -6.3 -5.1
1998 -11.3 -6.1 -5.4
1999 -14.6 -7.4 -6.0
2000 -16.2 -5.2 -4.0
2001 -20.4 -14.5 -14.3





                                                 
1 図1には、68SNA と93SNAに基づく純家計貯蓄率のデータがいずれも示されているが、
両者が得られる 1980-98 年の期間について両者の推移を比較すると、1994 年までは両者
の値は比較的近いものの、その後、両者の間の乖離幅が拡大し、しかも 93SNA に基づく

















いし、2 つの SNA に基づく純家計貯蓄率を比較可能にしたかったため、93SNA に基づく
純家計貯蓄率として、現物社会移転を純家計貯蓄率の分母である家計可処分所得に含んで
いる調整貯蓄率を用いた。 
 
 
 
 
 
 
